
様式 １　公表されるべき事項

国立大学法人和歌山大学の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

 

理事

理事（非常勤）

監事

該当者なし。　　

  ②  平成28年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び平成28年度における改定内容

該当者なし。　　

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

　国立大学法人和歌山大学役員給与規程により、給与については、文部科学省国立大学法人
評価委員会が行う業績評価の結果を勘案し、その職務実績に応じて100分の10の範囲内で増
額又は減額することができることとしている。

　当該法人の主要事業は教育・研究事業である。役員報酬水準を検討するにあたって、他の国
立大学法人、国家公務員、類似事業を実施している民間法人や独立行政法人等のほか、国・
地方公共団体が運営する教育・研究機関のうち常勤職員数（当該法人約530人）や教育・研究
事業で比較的同等と認められる以下の法人等を参考とした。
　（１）国立大学法人Ａ大学・・・当該法人は、同じ国立大学法人として教育・研究事業を実施し
ている（常勤職員数約650人）。公表資料によれば平成27年度の法人の長の年間報酬額は約
16,901千円であり、公表対象年度の役員給与規程に記載された本俸額等を勘案すると、約
17,048千円（約16,749千円）と推定される。同様の考え方により、理事については約13,444千円
（約13,208千円）と推定される。（（　）内は地域手当の支給割合を考慮し、本学の地域手当の支
給割合で勘案して推定される金額。）
　（２）事務次官年間報酬額・・・22,977千円

役員報酬支給基準は、俸給、地域手当、広域異動手当、通勤手当、単身
赴任手当及び期末特別手当から構成されている。期末特別手当については、
国立大学法人和歌山大学役員給与規程に則り、期末特別手当基礎額（俸給
+地域手当+広域異動手当+俸給、地域手当及び広域異動手当の月額に100
分の20を乗じて得た額+俸給に100分の25を乗じて得た額）に6月に支給する
場合においては100分の150、12月に支給する場合においては100分の175を
乗じ、さらに基準日以前6箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じ
た割合を乗じて得た額としている。

役員報酬支給基準は、俸給、地域手当、広域異動手当、通勤手当、単身赴
任手当及び期末特別手当から構成されている。期末特別手当については、
国立大学法人和歌山大学役員給与規程に則り、期末特別手当基礎額（俸給
+地域手当+広域異動手当+俸給、地域手当及び広域異動手当の月額に100
分の20を乗じて得た額+俸給に100分の25を乗じて得た額）に6月に支給する
場合においては100分の150、12月に支給する場合においては100分の175を
乗じ、さらに基準日以前6箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じ
た割合を乗じて得た額としている。



監事（非常勤）

２　役員の報酬等の支給状況
平成28年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

17,044 11,406 4,664
570
402

（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

13,571 9,172 3,751
458
189

（地域手当）
（通勤手当）

3月31日

千円 千円 千円 千円

13,543 9,132 3,734
456
219

（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

13,154 7,620 3,450
1,409

50
624

（地域手当）
（通勤手当）

（単身赴任手当）

4月1日 ◇

千円 千円 千円 千円

13,475 8,995 3,678
449
352

（地域手当）
（通勤手当）

3月31日

千円 千円 千円 千円

該当者なし

千円 千円 千円 千円

1,230 1,224 6
（交通費）

千円 千円 千円 千円

1,232 1,224 8
（交通費）

4月1日

注１：総額、各内訳について千円未満切り捨てのため、総額と各内訳の合計額は必ずしも一致しない
注２：地域手当とは、地域における民間の賃金水準を基礎とし、地域における物価等を考慮して和歌山県
　　　和歌山市に所在する事業所に勤務する役職員に支給しているものである。
注3：単身赴任手当とは、本学が遠隔地に居住する者を役職員として任命した場合において、やむを得ず
　　　家族と別居せざるを得ない時に支給しているものである。
注4：「前職」欄の「◇」は役員出向者であることを示す

法人の長

A理事

B理事

監事

就任・退任の状況

D監事
（非常勤）

役名

C監事
（非常勤）

C理事

D理事

前職
その他（内容）

国立大学法人和歌山大学役員給与規程に則り、非常勤役員手当及び

交通費を支給している。
なお、平成28年度では、非常勤役員の勤務形態（１ヶ月あたりの平均出
勤日数）を見直し、対応する号俸の追加及び手当額を決定した。



３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長

　理事

　理事（非常勤）
　　　　　　該当者なし。

　監事
　　　　　　該当者なし。

　監事（非常勤）

国立大学法人和歌山大学は、本学の理念である学術文化の中心として広く
知識を授けるとともに、深く専門の学芸を研究、教授し、知的、道徳的及び応
用的能力を展開させることを目的とし、社会に寄与する有為な人材を育成す
ることに基づき、教育研究の質のさらなる高度化を図り、国内外の多様な分野
において指導的役割を果たす人材を育成することを使命としており、国際観
光学研究センターの設置をはじめとした国際水準の観光教育研究の展開、
広範な理工系分野で活躍する自律的な高度技術者の育成を目指したシステ
ム工学部再編、地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（COC＋）の推
進、キャリア教育の充実、海外の大学との連携強化、図書館機能強化を通じ
た学修支援体制・学修環境の充実、教員養成機能強化としての教職大学院
設置、教務事務の集中一元化・効率化、年俸制適用教員の拡充やクロス・ア
ポイントメント制度の整備による人事・給与システムの弾力化等を、学長のリー
ダーシップの下で推進している。

そうした中で、国立大学法人和歌山大学の学長は、職員数約530名の法人
の代表として、その業務を総理するとともに、校務を司り、所属職員を統督して、
経営責任者と教学責任者の職務を同時に担っている。

学長の年間報酬額は、人数規模が同規模である民間企業の役員報酬
27,429千円と比較した場合、それ以下であり、また、事務次官の年間給与額
22,977千円と比べてもそれ以下となっている。

国立大学法人和歌山大学では、学長の報酬月額を法人化移行前の国家公
務員指定職俸給表を踏まえて決定しているが、学長の職務内容は法人化前
にも増して複雑化しており、より高度なリーダーシップを問われている現状に
おいても、法人化前の水準に抑えているものである。

また、文部科学省による国立大学法人の財務分析上の分類におけるＨグ
ループ（本学を含め9大学）内の、他の大学の長の報酬水準と同水準又はそ
れ以下となっている。

こうした職務内容の特性や他大学等との比較を踏まえると、報酬水準は妥
当であると考えられる。

国立大学法人和歌山大学の理事は、学長のリーダーシップの下、担当業務
の責任者としての職務を担っている。

理事の年間報酬額は、人数規模が同規模である民間企業の役員報酬

27,429千円と比較した場合、それ以下となっている。
また、文部科学省による国立大学法人の財務分析上の分類におけるＨグ

ループ（本学を含め9大学）内の、他の大学の理事の報酬水準と同水準又は
それ以下となっている。

こうした職務内容の特性や他大学等との比較を踏まえると、報酬水準は妥

当であると考えられる。

国立大学法人和歌山大学の監事は、監査機関として業務の適法性と妥

当性を確保することを目的としてその職務を担っている。

監事の報酬は、文部科学省による国立大学法人の財務分析上の分類

におけるＨグループ（本学を含め9大学）内の、他の大学の監事の報酬水

準と同水準又はそれ以下となっている。
こうした職務内容の特性や他大学等との比較を踏まえると、報酬水準は

妥当であると考えられる。



【文部科学大臣の検証結果】

４　役員の退職手当の支給状況（平成28年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

4,220
（37,738）

4
（37）

3
（0）

H29.3.31 1.0

千円 年 月

1,986
（37,738）

2
（37）

0
（0）

H29.3.31 1.0

千円 年 月

該当者なし

注２：理事A及び理事Dについては、役員在職期間を役員退職手当規程に適用させて算出した
　金額を記載するとともに、括弧内に、役員在職期間に職員在職期間を通算した期間（「法人での
　在職期間」欄の括弧の期間）をもって当該役員の在職期間として算出した金額を記載した。

５　退職手当の水準の妥当性について
【文部科学大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

未導入

法人の長

理事A

監事
（非常勤）

法人での在職期間

理事A

法人の長

　当該理事は大学改革、評価担当理事として大学改革の推進と第２中期目標期間に係る評価の実施、また国際観光学研究セン
ターの発足と運営を担い、本学の運営及び改革に大きく貢献した。
　当該理事の業績勘案率については、これら担当業務に対する貢献度と国立大学法人評価委員会が行う法人業績評価の結果
を総合的に勘案した上で、経営協議会の議を経て、１．０と決定した。

理事D

該当者なし

理事D

監事
（非常勤）

判断理由

該当者なし

　当該理事は教育、学生、入試担当理事として、教育の充実や学生支援の拡充はもとより、文科省の補助事業であるCOC+事業
の創設や新たな入学者選抜試験の導入への道筋をつけるなど、本学の運営及び教育体制に大きく貢献した。
　当該理事の業績勘案率については、これら担当業務に対する貢献度と国立大学法人評価委員会が行う法人業績評価の結果
を総合的に勘案した上で、経営協議会の議を経て、１．０と決定した。

職務内容の特性や国家公務員指定職適用官職、他の同規模の国立大
学法人、民間企業等との比較などを考慮すると、役員の報酬水準は妥当
であると考える。



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容及び平成28年度における主な改定内容

当該法人職員の給与水準を検討するにあたって、他の国立大学法人等、国家公務員のほか
平成28年度職種別民間給与実態調査によるデータのうち企業規模別（当該法人約530人）・職
種別平均支給額を参考にした。
　（１）国立大学法人Ａ大学・・・当該法人は、文部科学省による国立大学法人の財務
    分析上の分類におけるＨグループ（本学を含め9大学）に所属している類似する国立大
　　学法人であり、法人規模についても同等（常勤職員数約650人）となっている。
　（２）国家公務員・・・平成28年度において、国家公務員のうち行政職俸給表（一）の平均
    給与月額は約410千円となっており、全職員の平均給与月額は約417千円となっている。
　（３）職種別民間給与実態調査において、当該法人と同等の規模や職種の大学卒の４月の
　　平均支給額は約200千円となっている。

昇給、昇格の実施及び勤勉手当の成績率の判定にあたっては、勤務評定の結果等を踏まえ
た勤務成績を考慮している。
　当法人においては、平成27年1月より年俸制を導入し、適用を受ける教職員に業績給を支給
しており、和歌山大学教職員年俸制給与規程に則り、基本給等に勤務成績の評価に応じた成
績率を乗じ、さらに基準日以前１年以内の期間における教職員の在職期間に応じた期間率を
乗じて得た額としている。

　国立大学法人和歌山大学教職員給与規程に則り、俸給及び諸手当（管理職手当、初任給
調整手当、義務教育等教員特別手当、主幹教諭手当、地域手当、広域異動手当、扶養手当、
住居手当、通勤手当、単身赴任手当、教員特殊業務手当、教育実習等指導手当、多学年学
級担当手当、教育業務連絡指導手当、入試手当、教員免許状更新講習手当、超過勤務手
当、休日手当、管理教職員特別勤務手当、期末手当及び勤勉手当）としている。
　期末手当については期末手当基礎額（俸給+扶養手当+地域手当+広域異動手当+役職段階
別加算額+管理職加算額）に6月に支給する場合においては100分の122.5を乗じ、12月に支給
する場合においては100分の137.5を乗じ、さらに基準日以前6箇月以内の期間におけるその
者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。
　勤勉手当については、勤勉手当基礎額（俸給+地域手当+広域異動手当+役職段階別加算
額+管理職加算額）に勤勉手当の支給実施要領に定める基準に従って定める割合を乗じて得
た額としている。
　なお、平成28年度では、①一般職俸給表（一）で月例給を平均0．2％引き上げ、その他の俸
給表においても、一般職俸給表（一）との均衡を基本に改正、②俸給月額の改正に伴い教育
職俸給表（一）及び教育職俸給表（二）の一部の級号俸で調整基本額を改正、③初任給調整
手当の上限の改正（50,500円→50,600円）と採用後の期間区分毎の改正、④期末・勤勉手当
の支給率を改正（0.1月分引き上げ）、⑧入試手当を再入学試験・転入学試験・編入学試験の
業務を行った者に学部特別選抜入学試験に準じて手当を支給するよう改正を実施した。

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方



２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

404 46.7 7,816 5,723 166 2,093
人 歳 千円 千円 千円 千円

109 42.2 5,678 4,208 129 1,470
人 歳 千円 千円 千円 千円

228 50.4 9,118 6,621 206 2,497
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

23 44 7,573 5,634 84 1,939
人 歳 千円 千円 千円 千円

43 39.9 6,538 4,896 92 1,642
人 歳 千円 千円 千円 千円

1

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

8 56.8 11,365 7,199 253 4,166
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

8 56.8 11,365 7,199 253 4,166
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

人 歳 千円 千円 千円 千円

1
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

1

医療職種
（病院医師）

医療職種
（病院看護師）

区分 人員

事務・技術

教育職種
（大学教員）

常勤職員（年俸制）

事務・技術

教育職種
（大学教員）

医療職種
（病院医師）

医療職種
（病院看護師）

教育職種
（附属義務教育学校教員）

平均年齢
平成28年度の年間給与額（平均）

総額 うち所定内 うち賞与

人員

教育職種
（外国人教師）

医療職種
（病院医師）

その他医療職種
（看護師）

常勤職員

教育職種
（附属高校教員）

区分 うち賞与総額 うち所定内平均年齢
平成28年度の年間給与額（平均）

医療職種
（病院看護師）

在外職員

任期付職員

事務・技術

教育職種
（大学教員）



人 歳 千円 千円 千円 千円

31 42.8 3,672 3,547 142 125
人 歳 千円 千円 千円 千円

5 41.3 3,025 3,025 25 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

25 43.8 3,820 3,665 170 155
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

1

人 歳 千円 千円 千円 千円

5 62.9 3,347 2,849 99 498
人 歳 千円 千円 千円 千円

4 62.8 3,401 2,898 103 503
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

1

人 歳 千円 千円 千円 千円

2
人 歳 千円 千円 千円 千円

2
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。
注２：常勤職員のその他医療職種（看護師）、任期付職員の教育職種（外国人教師等）、
　　  再任用職員の技能・労務職種、非常勤職員の事務・技術職種については該当者が２名以下のため、
　　  当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、人数以外は記載していない。
注３：「教育職種（附属高校教員）」とは、附属特別支援学校教員を示す。

任期付職員（年俸制）

事務・技術

教育職種
（大学教員）

医療職種
（病院医師）

医療職種
（病院看護師）

教育職種
（附属義務教育学校教員）

医療職種
（病院医師）

技能・労務職種

医療職種
（病院看護師）

事務・技術

医療職種
（病院医師）

教育職種
（大学教員）

再任用職員

非常勤職員

事務・技術

教育職種
（大学教員）

医療職種
（病院看護師）



②

注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

注：年齢28～31歳の該当者は1人であるため、当該個人情報に関する情報が特定されるおそれのあることから、

　　　年間給与については表示していない。

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）)〔在外職員、任期付職員及
び再任用職員を除く。以下、④まで同じ。〕
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③

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

10 54.5 8,153

15 49.6 6,641

40 44.2 5,826

16 41.0 4,934

28 31.5 3,989
注１：「課長」には、課長相当職である「室長」「参事役」を含む。
注１：「副課長」には、副課長相当職である「専門員」を含む。
注１：「係長」には、係長相当職である「専門職員」を含む。

（教育職員（大学教員））

平均
人 歳 千円

117 55.0 9,986

91 45.8 8,064

7 45.4 7,161

10 40.3 6,282

3 55.8 5,583

④

（事務・技術職員）

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

61 61.1 61

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

39 38.9 39

％ ％ ％

         最高～最低 43.3～36.4 42.0～37.4 40.4～38.0

％ ％ ％

60.6 60.6 60.6

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

39.4 39.4 39.4

％ ％ ％

         最高～最低 44.0～36.6 44.9～36.6 43.5～36.7

（教育職員（大学教員））
夏季（6月） 冬季（12月） 計

％ ％ ％

59.5 59.2 59.3

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

40.5 40.8 40.7

％ ％ ％

         最高～最低 44.7～36.1 44.9～37.4 44.8～37.7

％ ％ ％

61.1 60.9 61

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

38.9 39.1 39

％ ％ ％

         最高～最低 44.7～28.8 44.6～36.9 43.6～34.4

　　　・講師 8,345　～　5,990
　　　・助教 6,867　～　5,818
　　　・教務職員

千円

　代表的職位

　　　・教授 12,154　～　7,896
　　　・准教授 9,458　～　5,803

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

（最高～最低）

　　　・係長 7,678　～　4,836
　　　・主任 5,903　～　4,265
　　　・係員 4,587　～　3,171

　代表的職位

　　　・課長 9,961　～　7,507
　　　・副課長 7,019　～　6,071

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

（最高～最低）
千円

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員））

一般
職員

区分

管理
職員

賞与（平成28年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／教育職員（大学教員））

一律支給分（期末相当）

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）



３　給与水準の妥当性の検証等

事務・技術職員

○教育職員（大学教員）と国家公務員との給与水準の比較指標　　　　96.1

注：上記比較指標は、法人化前の国の教育職（一）と行政職（一）の年収比率を基礎に、平成28年度の

     教育職員（大学教員）と国の行政職（一）の年収比率を比較して算出した指数である。

なお、平成19年度までは教育職員（大学教員）と国家公務員（平成15年度の教育職（一））

との給与水準（年額）の比較指標である。

４　モデル給与

事務・技術職員

教育職員

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方
  当法人においては、平成27年1月より年俸制を導入し、適用を受ける教職員に
業績給を導入しており、和歌山大学教職員年俸制給与規程に則り、基本給等
に勤務成績の評価に応じた成績率を乗じ、さらに基準日以前１年以内の期間に
おける教職員の在職期間に応じた期間率を乗じて得た額としている。
　平成28年度末までに23名導入しており、今後も継続・拡充していく予定として
いる。

月額 490,875円、年間給与 8,134,000円

月額 370,125円、年間給与 6,075,000円

月額 250,740円、年間給与 4,094,000円
　○　３５歳（講師、配偶者・子１人）

月額 400,785円、年間給与 6,662,000円
　○　４５歳（准教授、配偶者・子２人

　○　２４歳(修士修了初任給、独身）

項目

　○　２２歳(大卒初任給、独身）
月額 187,110円、年間給与 3,054,000円

講ずる措置

・年齢・学歴勘案　　　　　　　　85.3

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　86.0
・年齢・地域勘案　　　　　　　　92.4

　給与水準の妥当性の
　検証

（参考）対他法人　　　　　　　　98.4

（文部科学大臣の検証結果）
給与水準の比較指標では国家公務員の水準未満となっていること等から給
与水準は適正であると考える。引き続き適正な給与水準の維持に努めてい
ただきたい。

内容

・年齢・地域・学歴勘案　　　　92.4

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

　今後も、他の国立大学法人、国家公務員、同等希望の民間事業の給与
水準を参考にして、引き続き適正な給与水準の維持に努めていく。

（法人の検証結果）
国からの財政支出が支出予算の約57%を占めることから、給与については
国家公務員の給与水準を十分に考慮して決定されることが適切であると考
えられる。本学の給与規則は国家公務員の給与制度に準拠して制定され
ており、給与決定、昇給、手当の支給等規則に則って適切に行われてい
る。支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合は、平成27年度より約
2%増加しているものの、国家公務員との比較指標において、国家公務員の
給与水準を下回る指数となっており、本学の給与水準は適切であると考えら
れる。

対国家公務員
指数の状況

月額 297,675円、年間給与 4,883,000円
　○　４５歳（係長、配偶者・子２人）

　○　３５歳（主任、配偶者・子１人)



Ⅲ　総人件費について

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

千円 千円 千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(D)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他

特になし

給与、報酬等支給総額については、対前年度比0.8%となっている。主
な要因は、人事院勧告を受けて改正された一般職の職員の給与に関す
る法律に準拠して、平成28年4月1日から給与改定し、俸給及び賞与の
引き上げをしたことによるためであると推測される。

退職手当支給額

区　　分

給与、報酬等支給総額
3,807,379

218,485

非常勤役職員等給与
600,034

福利厚生費

注：中期目標期間の開始年度分から当年度分までを記載する。

最広義人件費
5,262,049

636,151


